
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

予
算
額

前年度繰越

55 45 45 45

0 0 0 0

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

　長野県と長野労働局及び公共職業安定所が事業の必要性について共通の認識に立ち、信州大学教育学部附属特別支援学校へ事業
実施に対する協力を積極的に呼びかけることにより、一般企業における実習対象者の確保を図る。

目標に対
する成果
の状況

　各生徒が抱える障がい特性から、一般企業における実習にはなじまず、福祉施設において実習を実施した生徒が増加し、目標が達成
できなかったと考えられる。

 概算事業費（B（A）+C） 443 448 443 458

413 413

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの
財源

45 45

概　算
人件費

0.05 0.05 0.05 0.05

413

30 35 30

413

45 45 45

合計（A) 55 45
9事業所

26年度 27年度

当初予算 55

補正予算

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績
H26 H27

（当初） （決算） （当初）

職場実習受入れ事業所の助成 直接
・特別支援学校等の生徒を職場実習で受け入れた事
業所に対しての謝金

45 30 45

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（その他）
【左記の説明、根拠法令等】

当該事業は、信州大学附属特別支援学校及び県内の中学校特別支援学級の生徒を職場実習
で受け入れた事業所に助成する事業であり、市町村や民間では実施できない。

課・室 労働雇用課

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
１－６　職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 検討中

45

　　特別支援学校等の生徒の職場実習への参加を支援することにより、職業的自立に対する意欲の醸成と卒業後の就業への適応促進を
図る。

　　平成25年３月に特別支援学校を卒業した生徒における一般就労した卒業者の割合は、19.5％にとどまっている。

成果目標の達成状況

項目

職場実習受入れ事業所数（助成事業数）

事業番号 06 06 10 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 障害者職場実習支援事業 担
当
課

部局 産業労働部

２雇用の促進　　３働きやすい労働環境の推進 実施期間 H16 ～

9事業所 6事業所 未達成

職場実習受入れ事業所数（助成事業数）９事業所

Ｈ26 H27
目標

H25末
（実績） 目標 成果 達成状況

9事業所

合計 45 30


